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令和５年度第１回協議会資料について、委員からの事前質問                    （令和５年７月２８日時点） 

 

資料 表題 質問内容 ＜委員名＞ 【担当課】 回答 

P.5 

 

＜1＞ 

早期発見・早期療育 

3 

養育支援訪問員の

活用 

養育支援が必要な家庭もしくは養育者の状態の定義

を教えてください。＜内山委員＞ 

【子育て支援課】 

養育支援訪問事業の対象家庭は、 

・若年や望まない妊娠等、妊娠期からの継続的な支援を特に必要

とする家庭 

・養育者が育児ストレス、産後うつ状態等の問題によって、子育

てに対して強い不安や孤立感を抱える家庭 

・虐待のおそれやそのリスクを抱え、特に支援が必要と認められ

る家庭 

等になります。支援の必要性に関しては各区家庭児童相談室や健

康づくり課が判断しています。 

P.5 ＜1＞ 

早期発見・早期療育 

4 

発達支援広場（たん

ぽぽ広場）の充実 

保護者支援の見直し実施をしたとの事ですが、具体

的に見直し後の支援体制を教えてください。＜浅井

委員＞ 

【子育て支援課】 

発達支援広場（センター型）では以前より保護者同士の話し合い

の時間があり、先輩ママを交えて家庭での育児の悩みなどを話し

合っていました。令和４年度からは統一の資料を作成し、各会場

で発達支援広場のプログラムのねらいや効果、保護者の対応につ

いて説明する時間と「はますく Q＆A」を使い育児の悩みを共有す

る時間としました。 

P.6 ＜1＞ 

早期発見・早期療育 

6 

かかりつけ医の協力 

オンライン研修を受講した、かかりつけ医が、どの

ように発達障がいの早期発見・早期療育につなげる

事ができたのか実績数や具体例等教えてください。

＜浅井委員＞ 

【子育て支援課】 

かかりつけ医を対象とした研修は平成 29 年度から実施していま

す。講師は平野浩一先生を中心に内山敏先生、大嶋正浩先生など

に依頼し、発達障害の早期発見やその後の支援、浜松市の早期支
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 援の取組等についての講義していただきました。 

新型コロナウイルス感染症の影響で令和 2年度から令和 4年度は

動画配信で実施しました。 

今年度は集合形式を予定しており、アンケートをとるなどして研

修を受講したかかりつけ医での実践例などについて把握していき

ます。 

P.7 ＜2＞ 

つながりある支援 

4 

はますく Q&A 

閲覧数は増えたようですが、使い勝手に関するアン

ケートをとっていましたら結果を教えてください。

＜内山委員＞ 

 

【子育て支援課】 

利用者に対するアンケートは未実施です。 

閲覧回数から見ると今、困っていることへの対応方法等へのアク

セスが多く、育児の困り事への身近な解決のツールとして活用さ

れています。 

子育て支援ひろばや発達支援広場ではますく Q＆Aの利用を促して

いるため、その中で意見を伺っていきたいと考えています。 

R.7 ＜2＞ 

つながりある支援 

5 

個別の教育支援計

画・指導計画の活用 

個別の教育支援計画の作成率は 100%になりよかった

ですが、作成人数が 100 人以上減少したことについ

てはどのように分析されていますか？ 

また、個別の支援計画の内容は吟味されています

か？以前は「他児に乱暴するので乱暴しないように

説諭する」のような支援というよりは指導的な内容

が多く見られていました。＜内山委員＞ 

 

【教育支援課】 

単純に通常の学級に在籍する児童生徒が減少傾向にあります。

また、発達支援推進教員などの採用や教員の発達支援教育研修な

どへの参加などにより、通常の学級担任の発達障害等への理解等

が少しずつ進んできています。それにより、特別な支援が必要と

いう見方ではなく、通常の学級での枠組みを広げ、学級経営の UD

化が多少なりとも進んでいる成果と考えます。 

個別の支援計画の内容は、指導課の指導主事の学校訪問時に閲

覧し、必要があれば指導しています。すべてを吟味することは難

しいですが、発達支援学級に在籍する児童生徒は校内で、通級指

導教室の児童生徒は、在籍校と指導校とで確認をするようにして
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います。また教育支援課の指導主事が巡回相談で訪問する際にも

確認しています。 

研修会において、「乱暴したら指導する」のではなく、乱暴する

背景や理由を考え、「乱暴する」という現われの予防的方策が重要

であることを研修していきたいと思います。 

P.8 ＜2＞ 

つながりある支援 

6 

就学教育相談の充

実 

これは市教委が昨年度末に健康増進課や幼児教育保

育課等の関係各課と調整を行わず、さらに就学支援

委員からの反対があったにも関わらず強引に変更し

た事業です。 

「就学相談の時期を早めて、就学までの教育相談の

充実を図る」ことについて、あらためて①市民の誰

に対して ②どのようなベネフィットを想定した事

業なのかについて「会議の場」でご説明ください。 

そして、相談時期を早めているわけですから当然会

議の時期にはどのくらいの相談があったかについて

大まかな数字が出ているはずです。その結果につい

てもご説明ください。 

さらに、この事業により来年度就学する児童の適応

状態にさまざまな影響を及ぼすことが懸念されま

す。次年度入学する小学１年生の適応上の問題の種

類と数についてきちんとデータを取り、データの分

析を行い、就学支援委員会だけでなく、この会議に

おいても明らかにしてください。＜内山委員＞ 

 

【教育支援課】 

十分な説明がされておらず、すみませんでした。幼児教育・保

育課への説明は、前課長、グループ長が行い、幼児教育保育課か

らいただいた意見を調整して、令和４年度までと同様の方法で行

っています。 

昨年度までとの相違点と継承点についてですが、園児の就学相

談については、最適な就学先について保護者の理解を深められる

よう、「就学先ガイダンス」を実施しています。 

昨年度までは、園からの実態把握報告書（保護者の同意なし含

む）を基に、就学相談申し込み前の４月から６月までの間に園を

訪問し、専門調査を実施していました。その調査の見立てを園に

送り、それに基づいて園で保護者面談をしていました。あくまで

も見立てであるため、その後の正式な就学先の判断との差異が混

乱を招くこともありました。 

そこで、今年度からは就学相談申し込みがあった園児を対象に

園への専門調査（園訪問）と保護者本人との面談（就学相談）を

しています。園での集団場面、個別場面の現われ、検査結果や聞

き取りなどを基に総合的に判断し、保護者に就学相談の提案を保

護者に説明ができるようになり、判断材料が明確になりました。 
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今年度より就学相談の時期が早まるなど見直しをお

こなったと説明を受けていますが、現段階での相談

件数を教えてください。 

また、見直したことにより、保護者、幼稚園、保育

園等との連携に変化があれば教えてください。（課

題を含めて）＜浅井委員＞ 

 

就学相談の締め切りは、１次締め切りを４月末、２次締め切り

を５月末としました。昨年度の締め切りが、６月１０日前後でし

たので、実質１０日前倒しになりました。 

昨年度までは申し込みを締め切った後から相談日程を調整して

いたため、就学相談のスタートが７月初旬になりました。近年、

相談人数が増え、面談開始も遅くなるため、８月中旬までに面談

が終わらない状況が続いていました。さらに、慣れない会議室の

ような無機質な場所での面談が苦しいお子さんも見られました。 

そこで、今年度は在籍園にご協力いただき、園での面談を実施

しました。園での相談により、園訪問（専門調査）と就学相談

（面談）が同日に実施できるようになり、同じ相談員が調査と相

談ができ、子供たちにとっても慣れた場所で落ち着いて面談する

ことができました。 

また、相談の締め切りを４月末、５月末とし、申し込みがあっ

たケースから順に、園訪問や就学相談を行うことができ、より丁

寧な相談がしやすくなりました。 

参考として、昨年度、市の就学支援委員会のまとめでは、就学

相談に申し込みされた方の５割弱にあたる３６０人（７８９人

中）が、「通常の学級の希望のみ」でした。その中には、「園に無

理やり申し込みをされた」「通常の学級を強く希望する」という保

護者もいらっしゃいました。また、逆に「通常の学級でどんな支

援があるのか」「通常の学級だが医療的ケアを受けたい」など就学

先の相談以外のいわゆる教育相談したい方もいらっしゃいます。 

入学予定校では、就学時検診や入学説明会での事前相談や教員が
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園を訪問し情報収集をして、入学後のスムーズな支援につなげて

います。また、教育委員会では、就学ガイダンスや随時行う教育

相談により、保護者やお子さんの入学前の不安を解消できるよう

対応していきたいと思います。 

なお、７月２５日現在の相談申込みは５８６件です。 

P.8 ＜2＞ 

つながりある支援 

8 

小 1 プロブレム 

この事業において前提となる知識は、MIM はそもそ

も「通常学級」で「担任」が行うことを想定され、

「教育研究」領域で作成されたツールです。医学や

心理学などは関与していません。 

この前提に立つと、この事業は効果検証に基づき可

及的速やかに全校に拡充する目的を持つべきです。 

 

現在のところ、導入が継続されているのは通級指導

教室のある小学校 13 校ということですが、これは

通級指導教室においてのみ行われているのであれば

利用の仕方が本来的ではありませんし、通級指導教

室のある小学校 13校の通常学級でも行われている

ということであれば、先の目的に沿って全小学校へ

の拡充を行うことが必要かと思います。 

現在の進捗状況と今後の見通しについてお答えくだ

さい。＜内山委員＞ 

【教育支援課】 

 ２年間 MIM の実践研究を行ってきた南の星小学校の成果を踏ま

え、市内小学校への利用拡大を目指しています。まずは、言語指

導において専門性を有する通級指導教室設置校 13校にデジタル版

の MIM を導入しています。導入校の通常の学級や発達支援学級で

MIM を活用した指導を行い、対象学年が３年生になるまで MIM-PM

テストの結果を収集します。比較校として、未導入校でも MIM-PM

テストの結果を収集し、成果の検証をします。 

 導入校の１年生、発達支援学級の担任、通級指導教室担当者に

対して、MIM の目的や意義、実施方法などについて年間３回研修を

実施しています。 
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P.8 

 

 

 

 

 

 

＜2＞ 

つながりある支援 

9 

インクルーシブ教

育システムの構築 

通常の学級に在籍する発達障がいの可能性がある児

童生徒の調査を実施。状況に応じてスクールヘルパ

ーを配置とのことですが、調査結果及びスクールヘ

ルパーの配置状況を教えてください。＜浅井委員＞ 

 

【教育支援課】 

令和４年度の調査では、通常の学級には、発達障がいの可能性の

ある児童生徒は、小学校 2,045 人、中学校 726 人在籍していま

す。本年度、小中学校には、スクールヘルパー146 人、発達支援教

育支援員 48 人、取り出しの指導ができる発達支援教室支援員を

112 人配置しています。 

P.11 ＜3＞ 

人材育成 

8 

スクールカウンセ

ラー研修 

評価部分の文章ではどのような効果があったかどう

かが全く分かりませんので、事業の詳細や評価基準

をお示しいただき、どの程度の効果が得られたかど

うかについてご説明ください。＜内山委員＞ 

 

進捗状況及び実績に対する評価のコメントは、何に

対して誰の評価をもとにした記載ですか。具体的に

教えてください。＜浅井委員＞ 

 

【教育支援課】 

評価のコメントは、研修会に参加したカウンセラー、学校の担当

者の事後アンケートから評価したものです。研修は、中学校区で

の連携についての打ち合わせや不登校など学校が抱える現状を説

明し、スクールカウンセリング業務がより効果的に実施できるよ

う実施しています。評価基準は、事後アンケートの満足度や感想

を基にしています。 

P.12 ＜3＞ 

人材育成 

9 

スクールソーシャ

ルワーカーの活用 

今後の取組のコメントにある、専門性を有するＳＳ

Ｗを配置派遣とあるが、複合した課題を抱えた家庭

等に特化したＳＳＷを今後配置するとの認識でいい

のでしょうか。＜浅井委員＞ 

 

【指導課】 

現在任用しているスクールソーシャルワーカーは、社会福祉士

や精神保健福祉士などの資格を有し、専門的な見地から支援にあ

たっています。 

今後新たに配置するということではなく、現体制を継続していき

ます。 
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P.13 ＜4＞ 

環境整備 

1 

療育の場の拡充 

児童発達支援事業所について、各事業所で、療育方

針に違いがあり、親支援に力を入れず、子どものみ

に対応する事業所もあるとききます。実際通ってい

る親子は事業所ごとに対応が違うことに不安を感じ

ています。乳幼児期の支援療育は今後の成長にも大

きく左右すると考えています。 

障害保健福祉課として、児童発達支援事業所の質の

向上に努めるとコメントにあるが、全事業所の現状

の質の状況把握はどのようになっていますか。 

また、相談支援事業所や保護者にどのように情報提

供しているか教えてください。 

事業所等連絡会の開催方法の変更とあるが、具体的

に何がどのように変更となったのか教えてくださ

い。＜浅井委員＞ 

【障害保健福祉課】 

児童発達支援に対する市の関わりの主なものは（1) 事業所の指

定、（2) 利用者に対する障害児通所給付費の支給、（3) 事業所に

対する指導監督です。 

児童発達支援事業所に対し、サービスの質の確保及び給付の適

正化を図ることを目的に、事業所を訪問し、関係書類の閲覧、関

係者からの面談による実地指導を行っています。 

また、事業所を新たに指定した際には、ホームページ上への掲

載や、障がい者相談支援センターへ情報提供をするほか、事業所

に対して、関係機関へ開設を周知するよう指導しています。 

 

P.13 ＜4＞ 

環境整備 

3 

市立幼稚園「発達支

援の部屋」 

「発達支援の部屋」設置園６園では、保護者アンケ

ートからも成果が上がっていると思われます。未設

置園に対して、この成果を活かすような取り組みは

どのようなことを行っていますか。また、今後、未

設置園への設置を進めていく計画はありますか。＜

高橋委員＞ 

 

【幼児教育・保育課】 

今年度より市立幼稚園に配置した発達支援アドバイザー(「発達支

援の部屋」の園長経験のある再任用職員 1名)が、「発達支援の部

屋」の取組を、発達支援だより「くれよん」で紹介しており、市

立幼稚園全園で共有しています。また、園からの要請によりアド

バイザーが園訪問をする中で、「発達支援の部屋」の取組を参考に

助言を行う仕組みがあります。 

今後については、上記の取組を継続することで市立幼稚園の発達

支援教育の充実を図るとともに、発達支援教育に対するニーズな

どを把握し検討していきます。 
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P.14 

 

＜4＞ 

環境整備 

6 

放課後児童会 

発達障害児の受入 

放課後児童会は市内に 130 箇所以上あり、県や市の

巡回支援事業を利用するだけですと全会場を一周す

るだけで 22 年くらいかかることになりますので、

抜本的な事業の見直しが必要かと思います。このこ

とについて教育総務課の見解をお答えください。＜

内山委員＞ 

 

【教育総務課】 

放課後児童会の運営は、段階的に地域団体による運営から民間事

業者による運営へ移行しています。民間事業者は児童会からの相

談対応や現場の支援員に対する研修、巡回指導を行うため、公認

心理士や臨床発達心理士等の専門家で構成されたサポートチーム

を設置し、対応にあたっています。児童会の状況を熟知している

運営事業者が支援体制を整えることにより、迅速な対応や繰り返

しの支援が期待できます。県や市の巡回支援事業は、運営委託化

されていない児童会に優先的に利用することで、児童会全体へ支

援が届くよう努めていきます。 

P.15 ＜4＞ 

環境整備 

9 

発達支援学級在籍

児の放課後等デイ

サービスの充実 

項目では「発達支援級在籍児」の放課後等デイサー

ビスとなっていますが、内容では「発達支援学級等

に在籍する児童」に対し、「福祉サービスによる放

課後等デイサービスの支援を行う」となっていま

す。そして評価欄では「実地指導において指導し

た」となっています。この３つのセルの文章は統一

性に乏しく、結局誰のための何の事業で、支援なの

か指導なのか、どのような効果があったのかが分か

りませんので、委員が理解できるようにご説明くだ

さい。＜内山委員＞ 

 

家庭・教育・福祉の連携「トライアングル」プロジ

ェクトが推進されている中、放課後等デイサービス

と学校、家庭との連携が重要だと考えます。どのよ

【障害保健福祉課】 

発達支援学級等に在籍する児童の放課後の居場所の一つとして

児童福祉法に基づく放課後等デイサービス事業所があります。 

放課後等デイサービスに対する市の関わりの主なものは（1) 事

業所の指定、（2) 利用者に対する障害児通所給付費の支給、（3) 

事業所に対する指導監督です。 

放課後等デイサービス事業所に対し、サービスの質の確保及び

給付の適正化を図ることを目的に、事業所を訪問し、関係書類の

閲覧、関係者からの面談による実地指導を行っています。 

なお、不正事案があったことから、現在は、抜打ち調査を実施す

る等、指導を強化しています。 
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うな実地指導を行ったのか、また、今後の課題、取

り組みは何か教えてください＜高橋委員＞ 

 

P.15 ＜4＞ 

環境整備 
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通信制高校・サポー

ト校の現状把握 

【前置き】 

前回の協議会での小出委員から発言（令和 4年度第

2回議事録ｐ１２より） 

発達支援学級で充実した学校生活を過ごしたその

先、特別支援学校高等部に行けない生徒の支援につ

いて考えたいとありましたが、発言の中で、特別支

援学校高等部は教科書がない代わりに実習やキャリ

ア教育の訓練を３年間で学ぶのに対して、高校（全

日・定時・通信制）は就労のための訓練やキャリア

教育の場ではなく卒業するための７４単位の評価が

すべてである。 

その人が１８歳～２０歳と大人なっていく過程で何

が必要なのか、 

・高卒資格なのか 

・生きていく力なのか 

見極めが必要。 

発達支援学級自閉情緒級の生徒の中には、進路先と

志願しても、特別支援学校高等部の入学基準を満た

せず、高校進学する生徒もいる。その生徒の中に

は、生きていく力の訓練が必要な生徒もいるが、高

質問① 

【子育て支援課】 

①静岡県私学振興課に問合せたところ、以前は他の所轄庁が認可

した広域通信制高等学校のサテライト施設について把握できてい

なかったが、現在は文部科学省が情報共有するウェブサイトを開

設したため所在や定員については把握できているとのことでし

た。 

 

質問② 

【教育支援課】 

所在地については、把握しています。昨年度、通信制高校の実態

把握や卒業後の進路の情報収集等のため、校長会の担当者がサテ

ライト施設を含め、各校を訪問して聞き取りをしました。その報

告の中で、各校の教育課程や特色、卒業後の進路等について把握

しています。 

 

質問③ 

【子育て支援課】 

発達相談支援センタールピロでは高校生の相談も受け付けてお

り、保護者の同意があれば在籍する高校に連携することもありま
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校では、大人になるための授業を行う機関がなく、

そこが大きな違いであり、３年間の学校生活の違い

で今後の生きる力の備わり方が違ってしまう。 

 

この発言は、私の中では、特別支援学校高等部の入

学基準が満たせず、高校（全日制・定時制・通信

制）へ進学するしかない生徒・保護者の声であると

思っています。 

特に、浜松市だけでなく全国的にも特別支援学級の

生徒が中学卒業後の進路先として通信制高校を選択

しているが、文科省ＨＰにある『令和の日本型学校

教育』の実現に向けた通信制校と学校の在り方の中

でも、令和に入り増え続ける通信制高校についてま

とめられています。 

広域通信制高校の所轄庁とサテライト施設が所在す

る都道府県間の情報共有や連携体制の構築がされて

いないことが、大きな課題となっています。 

 

文科省『高等学校通信制課程に係る所轄庁を対象と

した実態調査結果について R4.5.16』からも 47都道

府県中 35の自治体が、広域通信制高校のサテライ

ト施設の所在や教育内容を把握していないと回答し

ているとのことでした。 

上記を踏まえて質問です。 

す。また、高校からの依頼で教員や生徒向けの研修を実施するこ

ともあり、啓発に努めています。 

【次世代育成課】 

次世代育成課では、16歳～18歳の子どもたちの支援として、相談

窓口の設置等による以下の支援を行っています。 

  常設の若者相談支援窓口「わかば」の設置。「わかば」は電話

や面接で若者（15歳～39歳）やその家族から相談を受け付け、相

談内容に応じて必要な支援機関を案内しています。 

  若者からの相談を後押しするため、若者に身近なＳＮＳを利

用した相談窓口「わかものライン相談」の開設。週２回（月・

木）、18 時～22時の時間帯に相談を受け付けており、通信制サポ

ート校を含む市内の高校生への広報用カード配付、ＳＮＳ広告等

により、相談窓口の周知を図っています。 

  若者（概ね 40歳未満の方）を対象に、ニート、ひきこもり、

不登校等の悩みに個別に応じる「合同相談会」（静岡県教育委員会

との共催）の開催（年１回）。「合同相談会」には、相談機関、学

習・就労支援団体、定時制・通信制高校（サポート校を含む）等

がブースを設けますので、県及び市のＨＰ、関連施設等で広報し

ているほか、中学校の協力を得て生徒やその保護者に周知を図っ

ています。 

【産業振興課】 

本市においては、障がいのある方のそれぞれの能力や希望に応

じた就労に向けて、本人や家族、事業主からの相談をはじめ、就

職後の職場定着支援など、総合的な支援を行う浜松市障害者就労
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【質問】 

①浜松市にも広域通信制高校のサテライト施設が所

在しているが、静岡県として、所在地、教育内容を

把握していますか（把握していない３５の自治体な

のか） 

②政令市とて浜松市教育委員会は独立しているとの

認識だが、浜松市として広域通信制高校のサテライ

ト施設の所在地、教育内容を把握していますか。ま

た、今後、把握・連携構築を考えていますか。 

③資料Ｐ23 の支援マップの１５歳～１８歳（「教育

関係がほぼ記載がない空欄も含めて」文科省の「令

和の日本型学校教育」の通信制高校のあり方を見る

と多くの課題がある中で、浜松市の特別支援学級の

生徒が多く進学する現状と照らし合わせて、（中学

卒業）送り出しだけで支援が終わりではなく、１６

歳～１８歳（２０歳）の子ども達の支援体制が重要

だと感じるが浜松市として支援を知りたいです。 

【例えば】浜松市の管轄ではないが、直接高校間と

の連携（通信制高校のサテライト含めて） 

中退した時／卒業後の就労支援など＜浅井委員＞ 

 

支援センター「ふらっと」を開設しています。また、浜松地域で

は、障害者就業・生活支援センター「だんだん」や「しずおかジ

ョブステーション西部」「ハローワーク浜松」があり、障がいのあ

る方の就労支援に取り組んでいるところです。そのほかにも、「地

域若者サポートステーション浜松」においては、働くことに不安

や悩みをもつ 15 歳から 49 歳までの方を対象に臨床心理士による

カウンセリングやジョブトレーニング、学び直しなどの支援を取

り入れた若年無業者の就労支援に取り組んでいます。 

高校との連携につきましては、定時制高校等へ地域若者サポート

ステーション浜松が出向き中退を考えている学生等の相談窓口と

して支援を行っています。 

【教育支援課】 

中学校は、保護者の同意を得た上で進学先の通信制高校と生徒の

特性や支援方法についての情報共通をし、卒業後の支援に生かす

ことができるよう連携しています。また、通信制高校の教育課程

や卒業後の進路状況を把握し、中学校での適切な進路指導に生か

していきたいと考えています。 
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P.16 ＜4＞ 

環境整備 
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診療の場の確保 

 

この事業によって、どの程度の初診待機期間の短縮

を想定されているのかご説明ください。また、想定

と結果を比べることで、行うべき事業の規模が見え

てきますので、今後の本会議における重要な検討課

題になりますので、「定量的なデータ」をご提示く

ださい。＜内山委員＞ 

 

【障害保健福祉課】 

今回の事業では、医師数の増員はなく、診療効率を上げるため

のレイアウト変更工事であり、診療数が大幅に増えるものではあ

りませんが、一定程度の初診待機期間の減少効果があると見込ん

でいます。 

全国的に初診待機期間の明確な定義はなく、診療機関で初診待

機の考え方が違うため、他政令指定都市の診療待期期間の考え方

を参考に令和５年度から「当月に初診で受診した人の待機期間を

平均して算出」することに改めました。 

 

【令和５年４月】 

友愛のさと 4.1 か月  子どものこころ 3.0 か月 

【令和５年５月】 

友愛のさと 4.7 か月  子どものこころ 2.9 か月 

【令和５年６月】 

友愛のさと 3.9 か月  子どものこころ 2.5 か月 

P.18 

 

＜5＞ 

就労支援 

4 

就労イメージを持

ったキャリア教育 

イオン（株）と包括連携協定との事ですが、この事

業は、誰がどのように行っているか具体的な流れを

目に見える形で説明をお願いします。 

また、この事業はより多くの市民への利益を追求す

べきと考えますが、実績を見ると対応している人数

が少なく、イオン一社との連携協定のみで行われる

など拡充の視野が見えないため、多く市民が今後利

用出来るのか、これからの事業の規模に関するプラ

【障害保健福祉課】 

浜松市とイオン株式会社で浜松市の地域活性化や市民サービス

の向上を目的として締結している包括連携協定に基づき、障害の

ある人の支援を行っています。 

 



13 

 

ンとスケールについて具体的にどのように考えてい

るか教えてください＜浅井委員＞ 

P.19 ＜6＞ 

普及・啓発 

1 

企業への啓発 

アンケートの回答者すべてが参考になったとお答え

になっているのでしたら、内容に興味があります。

チラシやフライヤーでも結構ですので各委員に配布

してはいかがでしょうか。＜内山委員＞ 

 

【障害保健福祉課】 

チラシを添付します。 

P.20 

 

 

 

令和４年度浜松市

発達障害者支援に

関する事業の実績

報告 

各課の取組状況に紐付けられるものは紐づけて適宜

参照できるようにすると、よりこれらのデータが活

きてくるのではないかと思いました。＜内山委員＞ 

 

【子育て支援課】 

次回の資料作成時に検討させていただきます。 

－ その他 

 

資料ページに該当するところはありませんが、 

6 月 26 日 第 1 回浜松市発達支援教育進路指導連絡

協議会において、障害保健福祉課より別送しました

障害児通所支援と障害福祉サービスの説明がありま

した。障害のある人が障害福祉サービスを利用する

ときに必要となるものです。小中学校の発達支援教

室担任へ知ってもらうことは必要ですが、このよう

な説明を利用者（保護者）へはどのように周知する

のでしょうか？また、通常学級で学んでいる対象児

の保護者及び教員はどのようにしてこれらのことを

知るのか教えて欲しいです。＜小出委員＞ 

【障害保健福祉課】 

今回、発達支援教育進路指導連絡協議会から依頼をいただき、

障害福祉サービスについて紹介する機会をいただきました。 

また、福祉事業所フェアを開催し、フェアの中でミニ講座を開

き、障害福祉サービスについての説明を行いました。 

障害福祉に関する広報としては、市ホームページへの掲載や障

害福祉のしおりの作成や障害者週間に啓発イベントを開催したり

していますが、今後、制度の周知を図るためのより良い方策につ

いて検討してまいります。 

 


